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Ⅰ はじめに 

 

 三重県では、概ね 20 年先の将来を目途に、「ごみを出さない生活様式」や「ごみが

出にくい事業活動」が定着し、ごみの発生・排出が極力抑制され、排出された不用物は

最大限資源として有効利用される「ごみゼロ社会」の実現をめざし、平成 17 年 3 月、

住民、事業者、市町村等の参画のもとに、「ごみゼロ社会実現プラン」（以下「ごみゼロ

プラン」という。）を策定しました。 

 このごみゼロプランは、住民、事業者、行政など地域の多様な主体が自らの行動の変

革に継続的に取り組むべく、目指すべき具体的な将来像とその達成に向けた道筋を示す

長期の計画です。 

 ごみゼロプランをより効果的かつ着実に進めるため、各主体を構成員とするプラン推

進のための全県的な組織として「ごみゼロプラン推進委員会」を設置し、定期的にプラ

ン推進の取組を点検・評価し公表することとしています。 

 今回の点検・評価は、計画策定の次年度（平成 17 年度）において実施された施策の

進捗状況について実施しています。 

  

Ⅱ ごみゼロプランの数値目標に関する進捗状況 

 

１ 数値目標 

(1) ごみの減量化 

①発生・排出抑制に関する目標 
数 値 目 標  

指 標 名 
短期(2010 年度) 中期(2015 年度) 最終目標(2025 年度) 

 
 
ごみ排出量削減率 
 

家庭系ごみ６％

事業系ごみ５％

（対 2002 年度実績）

家庭系ごみ１３％

事業系ごみ１３％

（対 2002 年度実績）

家庭系ごみ３０％ 

事業系ごみ３０％ 

（対 2002 年度実績） 

【参考】2002 実績 2025 目標
家庭系 535 千ｔ→375 千ｔ 
事業系 252 千ｔ→176 千ｔ 

 
②資源の有効利用に関する目標 

数 値 目 標  
指 標 名 

短期(2010 年度) 中期(2015 年度) 最終目標(2025 年度) 

資源としての再利用率 
２１％ ３０％ 

５０％ 
【参考】2002 実績 2025 目標

14.0％ → 50％ 
 



 

 - 2 - 

③ごみの適正処分に関する目標 
数 値 目 標 

指 標 名 
短期(2010 年度) 中期(2015 年度) 最終目標(2025 年度) 

 
ごみの最終処分量 １２８，７００ｔ 

対 2002 年度 
約 15%減 

９６，８００ｔ 
対 2002 年度 

約 36%減 

０ｔ 
【参考】2002 実績 2025 目標

151,386ｔ → ０ｔ 

 
(2) 多様な主体の参画・協働 

数値目標 
指 標 名（現状値） 短期 

(2010 年度)
中期 

(2015 年度) 
最終目標

(2025 年度)

④ものを大切に長く使おうとする県民の率（58.2%） ８０％ ９０％ １００％ 
⑤環境に配慮した消費行動をとる県民の率（39.4%） ６０％ ９０％ １００％ 
⑥食べ物を粗末にしないよう心がけている県民の率
（38.5%） 

６０％ ９０％ １００％

⑦ごみゼロ社会実現プランの認知率（－） ９０％ １００％ １００％

 

2 現 状 

 ごみの減量化に関する数値目標のうち、ごみ排出量削減率は、2005 年度（速報

値）家庭系ごみは、531,647 ﾄﾝ／年と 2002 年度(535,198 ﾄﾝ／年)比で 0.7%の

削減となりました。一方、事業系ごみは、217,874 ﾄﾝ／年と 2002 年度(251,733

ﾄﾝ／年)比で 13.5%の削減となりました。 

 資源としての再利用率は、2005 年度で 15.9%(119,211 ﾄﾝ／年)と 2002 年度

14.0%(110,781 ﾄﾝ／年)から 1.9 ポイント上昇しました。 

 なお、資源化率（集団回収量とごみ燃料化施設及び焼却施設からの資源化量を含

む。）は、2005 年度で 30.9%(239,196 ﾄﾝ／年)と 2002 年度 22.4%(183,305

ﾄﾝ／年)から 8.5 ポイント上昇しました。 

 ごみの最終処分量は、2005 年度で 95,651 ﾄﾝ／年と 2002 年度 151,386 ﾄﾝ

／年から約 55,000 ﾄﾝ（36.8%）の削減となりました。 

 

 また、多様な主体の参画・協働に関する数値目標のうち、ごみゼロ社会実現プラン

の認知率については、平成 18 年 5 月に実施した事業者、ＮＰＯ等団体へのアンケ

ート調査の結果、事業者では「よく知っている」と「聞いたことがある」とあわせる

と約 88%でした。また、ＮＰＯ等団体では、同様の区分で約 85%でした。 

 

【アンケートの調査対象】 

事業者：県内で環境問題に熱心に取り組んでいる「企業環境ネットワーク・みえ」の会員（２２４事業所） 

ＮＰＯ等団体：ＮＰＯ認証団体のうち、「環境」に関連する団体及び「地域ごみゼロ交流会」等の協力団体 
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(3)  最終処分量は、過去 10 年間、大きく減少しており、2005 年は 10 年前と比

べると約１/３になっています。この要因は、平成 14 年 12 月から稼動している

ガス化溶融施設による市・町焼却施設からの焼却灰のスラグ化や容器包装リサイ

クル法の実施に伴うプラスチック等埋立ごみの減少が大きく寄与しているもの

と考えられます。 

 今後は、引き続き、ガス化溶融施設による市・町焼却施設からの焼却灰の受け

入れ拡大や容器包装リサイクル法に基づく分別収集計画の完全実施など更なる

取組を行う必要があります。また、現在、埋立が実施されている陶磁器くず等に

ついても、粒形調整など資源物としての再利用についての取組を実施する必要が

あります。 

 

(4)  多様な主体の参画・協働についての数値目標のうち、ものを大切に長く使おう

とする県民の率や環境に配慮した消費行動をとる県民の率については、平成 16

年に実施したものであるが、2010 年の短期目標との点検・評価を行う必要があ

ることから、再度、県民、事業者を対象としたアンケート調査を実施する必要が

あります。 

 ごみゼロ社会実現プランの認知率については、ごみ減量化に積極的な県民や事

業者においては、周知されているものの、まだまだ十分とは言いがたい状況にあ

ることから、より一層のプランの周知・啓発などを行う必要があります。 

     

(5)  ごみ処理に伴う環境負荷の抑制に関する目標 

 ごみの分別、収集、運搬、保管、再生、処分等の処理を行うことによるさまざ

まな環境負荷については、極力抑制されることが重要となります。このため、ご

み処理に伴う環境負荷の抑制に関しても、目標設定されることが望ましいと考え

られます。 

 その指標の設定については、今後の検討課題とし継続して調査検討を行う必要

があります。 
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Ⅲ 各主体のごみ減量化等に向けた取組状況 

 １ 市町の取組状況 

 (1) 現状 

平成１８年２月に県内全市町を対象に実施した、ごみ減量化等への取組状況調査

の結果、「5-1(3)家庭用生ごみ堆肥処理機購入費補助(28 市町)」、「7-3(2)集団回

収への助成(21 市町)」、「3-1(1)フリーマーケット等の開催(16 市町)」、「7-3(1)

資源回収ステーションの設置(11 市町)」の取組が多くの市町で実施されていまし

た。また、ごみ減量化等の普及・啓発として、「8-4(3)ホームページ等様々な媒体

を通じて情報発信(29 市町)」が県内全市町において行われていました。 

また、今後検討していく取組として、「2-1(4)事業系ごみの効率的な料金徴収の

仕組みの検討(9 市町)」や「2-1(5)一般廃棄物処理計画における事業系ごみ対策

の位置付け(7 市町)」が予定されています。なお、「4-1(3)容リ法に基づく分別収

集の完全実施(29 市町)」が県内全市町において、今後検討していく取組として掲

げられています。 

 

   市町の取組のなかで、ごみの減量化等への効果の期待できる取組について、平成

１８年１０月に補足調査を行い、効果の検証を行いました。 

 

  基本方向２ 事業系ごみの総合的な減量化の促進 

○ 2-1(4)適正なごみ処理料金体系の構築 

 事業系ごみのごみ処理料金の値上げによる減量効果 

平成１４年度以降にごみ処理料金を値上げした４市町（志摩市については旧大

王町と旧浜島町）を対象に、値上げによる事業系ごみの減量効果を検証しました。 

ごみ処理料金を値上げ（値上げ率 125～476％）したすべての市町において、

3～36％の減量効果があり、値上げ率が大きいほど事業系ごみの削減率が多くな

る傾向があります。 

    【参考】資料１：県内市町の事業系ごみの処理料金体系 

実施前 実施後 値上げ率（％） 実施前 実施後 削減率（％）

伊賀市 2.1 10.0 476 1,461 928 36.5 平成１５年  ４月

旧大王町 3.0 5.0 167 99 85 13.9 平成１６年１０月

四日市市 10.5 16.0 152 3,004 2,823 6.0 平成１７年１０月

津市 11.0 15.0 136 4,438 3,958 10.8 平成１６年  ４月

旧浜島町 4.0 5.0 125 47 45 3.4 平成１６年１０月

処理単価（円/kg） 月平均搬入量（ｔ/月）
料金変更年月
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基本方向５ 生ごみの再資源化 

○ 5-1(1)家庭の生ごみ堆肥化システムの構築 

市町が支援を行っているＮＰＯ等生ごみ堆肥化団体の取組は、県内６市町で実

施されていますが、労働力の確保や堆肥化施設の処理能力の制限等から市町全域

への取組に広がっていないのが現状です。 

市町名 取組主体 活動場所 設立時期 参加者数

桑名市
桑名生ごみ堆肥センター

（生ごみ事業部）
桑名市 平成15年12月

生ごみ持込者数６８２名
（平成１６年度）

東員町 NPO法人生ごみリサイクル思考の会
東員町

（笹尾地区と城山地区）
平成16年7月25日 約１４５軒

飯南町生ごみ堆肥化研究グループ 松阪市飯南地域 平成12年 １１７戸

七日市環境美化推進協議会他６地区 松阪市飯高地域 平成14年5月21日
５０３世帯＋１事業所

（平成１６年度）

伊勢市 津村団地自治会 津村団地内 平成16年2月 約４０世帯

鳥羽市 鳥羽生ごみリサイクル推進会議 鳥羽市 平成17年 １５０軒

紀宝町 紀宝町 紀宝町 平成17年9月
９７世帯、８事業者

（平成１８年７月時点）

松阪市

 

 

基本方向６ 産業・福祉・地域づくりと一体となったごみ減量化の推進 

○6-4(1)店頭回収システムによるリサイクルの促進 

   スーパーやショッピングセンターにおけるペットボトル、白色トレイ等の資源

ごみの店頭回収については、過半数の市町で産業廃棄物として事業者が処理を行

っていますが、７つの市町においては、市町の回収ステーションとして位置付け、

一般廃棄物として収集されています。 

市町数 市町の取り扱い

7
市町の回収ステーションという位置づけで市町が一般廃棄物として
収集処理している

18
スーパー等が事業の一環として店頭回収を実施し、回収したものは
スーパー等が産業廃棄物として処理している

1
スーパー駐車場等で資源回収を実施している
（管理を業者に委託し、市の拠点回収という位置づけ）

1
スーパー等が自主的に店頭回収を実施し、スーパー等が市の施設
に搬入している。

6 把握している限りでは、スーパーの店頭回収は実施していない。
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基本方向７ 公正で効率的なごみ処理システムの構築 

○ 7-1(4)家庭系ごみ有料化制度の導入 

平成１７年度末で家庭系可燃ごみ・不燃ごみの有料化制度を導入している市町

は４市町あり、大袋(45L 程度)の料金は１５～５０円です。また、志摩市では可

燃・不燃ごみよりも低い単価で資源ごみも有料化を実施しています。 

袋ｻｲｽﾞ
１枚あたり

の料金
袋ｻｲｽﾞ

１枚あたり
の料金

袋ｻｲｽﾞ
１枚あたり

の料金
袋ｻｲｽﾞ

１枚あたり
の料金

桑名市
45Ｌ程度
35Ｌ程度

15円
15円

35Ｌ程度 15円 45Ｌ程度 15円

志摩市
45Ｌ程度
25Ｌ程度
15Ｌ程度

50円
30円
10円

45Ｌ程度
25Ｌ程度
15Ｌ程度

50円
30円
10円

45Ｌ程度
25Ｌ程度
15Ｌ程度

15円
10円
 5円

木曽岬町
45Ｌ程度
35Ｌ程度
25Ｌ程度

35円
25円
23円

35Ｌ程度 35円 35Ｌ程度 35円

南伊勢町
45Ｌ程度
35Ｌ程度
15Ｌ程度

30円
20円
10円

プラスチック

市町名
可燃ごみ 不燃ごみ 資源ごみ

 

※45L 程度:40～45L、35L 程度:30～35L 程度、25L 程度:20～25L 程度、15L 程度:10～15L 程度 

 

  【参考】粗大ごみの有料化実施状況 

処理料金 収集方式

桑名市 １個あたり300円、1mを超えるものは600円 シール制

木曽岬町 1個あたり50円 シール制

四日市市 １個あたり1,050円 シール制

鈴鹿市 １個あたり200円 シール制

大台町 10kgにつき50円 持込み制

志摩市 100kgまで300円、それ以降10kgごとに30円加算 持込み制

度会町 500kg以下500円、500～1,000kg1,000円、1,000kg以上2,000円 持込み制

大紀町 10kgにつき50円 持込み制

名張市 5点まで500円 シール制
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○ 指定ごみ袋制度の導入状況 

県内で指定ごみ袋制度を導入している市町は平成１８年１０月現在で１５市町

あります。なお、四日市市、鈴鹿市及び伊賀市ではごみ袋の規格についてのみ指

定しており、価格の設定は行っておりません。 

袋ｻｲｽﾞ
１枚あたり

の料金
袋ｻｲｽﾞ

１枚あたり
の料金

袋ｻｲｽﾞ
１枚あたり

の料金
袋ｻｲｽﾞ

１枚あたり
の料金

袋ｻｲｽﾞ
１枚あたり

の料金

いなべ市 45L程度 15円 45L程度 15円 45L程度 15円

東員町
45L程度
15L程度

12.25円
7.14円

45L程度
15L程度

12.25円
7.14円

  45L程度 12.25円

四日市市
45L程度
35L程度
15L程度

-     

菰野町 - -

朝日町
45L程度
35L程度
15L程度

18円
15円
13円

45L程度
35L程度

18円
15円

35L程度 15円   
45L程度
35L程度

18円
15円

川越町
45L程度
35L程度
15L程度

18円
15円
13円

45L程度
35L程度

18円
15円

35L程度 15円   
45L程度
35L程度

18円
15円

鈴鹿市
45L程度
35L程度
15L程度

-
45L程度
35L程度
15L程度

-   

多気町
45L程度
25L程度

13.8円
11.5円

45L程度
25L程度

13.8円
11.5円

明和町
45L程度
15L程度

9.5円
5.7円

35L程度 11円 45L程度 9.5円

大台町
45L程度
25L程度

8円
6.7円

35L程度 8円 35L程度 8円 35L程度 8円

伊勢市
45L程度
35L程度
15L程度

7円
5円

3.5円
35L程度 9円

玉城町
45L程度
15L程度

10円
4円

35L程度 10.5円 45L程度 10円

度会町
45L程度
35L程度
25L程度

11円
10円
8.5円

45L程度 11円

大紀町
45L程度
25L程度

8円
6.7円

35L程度 8円 35L程度 8円 35L程度 8円

伊賀市
45L程度
25L程度

-
45L程度
25L程度

-

プラスチック ペットボトル
市町名

可燃ごみ 不燃ごみ 資源ごみ

 

※ 45L 程度:40～45L、35L 程度:30～35L 程度、25L 程度:20～25L 程度、15L 程度:10～15L 程度 
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ごみ減量化等の取組状況（市町）
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28

0

0

3

0
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1

1

2

3

9

7

4

4

1

1

1

1

3

3

2

0

1

3

5

2

28

1

0

0

1

1

3

2

1

1

2

0 5 10 15 20 25

2-1(1)事業系ごみ処理実態調査の実施

2-1(2)事業系ごみ適正処理システムの検討

2-1(3)事業系ごみ各種届出制度の創設

2-1(4)事業系ごみの効率的な料金徴収の仕組みの検討

2-2(1)事業所内教育に関する啓発

2-2(2)ISO14001認証取得に向けた啓発

2-2(3)自主情報公開制度の運用

2-3(1)業種別ガイドラインに基づく指導

2-3(2)事業系ごみの再資源化推進

3-1(1)フリーマーケット等の開催

3-1(2)不用品リサイクルに関する情報提供

3-1(3)修理教室、リフォーム教室の実施

3-1(4)リサイクルショップに関する情報提供

3-2(1)リターナブル容器のＰＲ

3-2(2)新たなリターナブル容器システムの構築への支援

3-2(3)リユースカップ導入促進

3-2(4)移動食器洗浄車の購入・貸し出し

3-2(5)エコイベントの実施

4-1(3)容リ法に基づく分別収集の完全実施

5-1(1)生ごみ堆肥化事業の実施

5-1(2)事業者と連携した生ごみ堆肥化事業の実施

5-1(3)家庭用生ごみ処理機購入費補助

5-2(1)生ごみバイオガス化に向けた調査の実施

5-2(2)生ごみバイオガス化発電等の実証試験の実施

5-2(4)廃食用油ＢＤＦシステムの導入

6-1(1)商店街等における飲料容器デポジット制度の導入

6-1(2)観光地等における飲料容器デポジット制度の導入

6-2(1)障害者・高齢者の支援と連携したリサイクル事業

現在実施している取組

今後検討していく取組

2-1(5)一般廃棄物処理計画における事業系ごみ対策の位置付け

6-2(2)企業退職者等の活力を地域課題の解決に生かす仕組みづくり



 

 - 17 - 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ごみ減量化等の取組状況（市町）

1
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21

0

0

2

4

1

10

3

7

1

1

7

29

9

1

3

2

1

0

3

2

2

1

4

3

3

3

0

3

2

2

0

1

2

7

4

3

1

2

1

0

0

0

0

1

0

1

1

1

2

0 5 10 15 20 25

6-3(1)地域通貨の仕組みを活用したリサイクル

6-3(2)コミュニティ単位でのごみゼロ活動の促進

6-3(3)基金による地域住民活動の支援

6-4(1)店頭回収システムによるリサイクル

6-4(2)ＮＰＯ・事業者・行政の連携による資源物拠点回収

6-6(1)廃プラスチック等の有効利用に関する調査研究

7-1(1)ごみ減量化対策における経済的手法の検討

7-1(2)家庭系ごみ有料化に向けた諸手続

7-1(3)家庭系ごみ有料化制度の検証

7-1(4)家庭系ごみ有料化制度の導入

7-2(1)廃棄物会計マニュアル作成への協力

7-3(1)資源回収ステーションの設置

7-3(2)集団回収への助成

7-4(1)ＧＰＳを活用したごみ排出特性の把握

7-4(2)市町ごみマップの作成

8-1(1)住民参画によるごみ処理基本計画の策定

8-1(3)地域の各主体の相互交流の場づくり

8-2(1)レジ袋ないない活動

8-3(1)ＮＰＯ等の創意工夫を生かす協働事業の推進

8-3(2)ごみ行政におけるＮＰＯ等との連携・協働の推進

8-3(4)ごみゼロに取り組む個人・団体等の活動の顕彰

8-4(1)「ごみゼロ社会実現プラン」の啓発

8-4(2)ごみ処理に係るコスト情報等の積極的な提供

9-1(1)環境学習・教育のツール・プログラム等の開発

9-1(2)２０年後のライフスタイル体験プログラムの企画

9-1(3)こどもエコクラブ活動への協力

9-1(4)家庭における環境学習・教育の啓発

9-2(1)ごみゼロ達人の育成

9-2(2)ごみゼロ人材ガイドブックの作成

現在実施している取組

今後検討していく取組

8-1(2)住民・事業者・行政の協働によるごみ減量会議等の設置

8-4(3)ホームページなど各種媒体を活用したごみ関連情報の発信
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 ２ 事業者の取組状況 

 (1) 現状 

   平成１８年５月に実施した事業者アンケート調査の結果、現在行っている取組

では「2-2(2)ISO14001 の認証を取得(85.7%)」、「2-1(2)事業系ごみの適正処

理(83.3%)」、「1-2(2)グリーン購入(73.0%)」などに多くの事業者が取り組んで

おり、事業者自らのごみの排出抑制の取組は進んでいると言えます。 

   また、これらの事業者においては、「1-2(1)環境配慮設計(50.0%)」や「4-2(1)

容器包装の削減・簡素化の工夫(38.1%)」と商品を提供する立場としても環境への

配慮を行っている事業者も見受けられます。 

一方で、社員意識や生産性の問題で、ごみ減量化の取組に限界を感じている事業

者も多く、県に期待する役割として、ごみ減量化やリサイクルに関する成功事例・

失敗事例の紹介、調査研究・情報提供などが求められています。 

 なお、今後力を入れていきたい取組としては、「1-2(1)再資源化の回収ルートの

構築・リサイクル技術の開発(20.6%)」、「2-1(3)ごみ減量化計画の策定(20.6%)」、

「2-3(2)オフィス町内会(19.8%)」などがあげられています。 

    

(2)評価と課題 

   平成 17 年 5 月、廃棄物処理法に基づく基本方針が改正され、事業者の役割と

して、排出抑制の観点から容器包装の簡素化や繰り返し使用できる商品の製造又

は販売、修繕体制の整備など事業者自らの拡大生産者責任に基づく事業活動の推

進が期待されます。 

   また、製品の製造工程において、製品の長寿命化や素材別に分離が容易な構造、

材料の工夫など製造技術の一層の推進が求められます。 

   なお、これらごみ減量化等に向けた取組は、一部の大企業のみではなく、中小企

業もまじえた一体的な取組となることが必要です。 
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ごみ減量化等の取組状況（事業者）

50.0%

365%

73.0%

83.3%

57.9%
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85.7%

24%

31.0%
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00%
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167%

19.8%

38.1%

111%

32%

16%

16%

08%

16%

16%

32%

16%
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95%

95%

119%

24%

16%

9.5%

20.6%

12.7%

6.3%

20.6%

18.3%

4.0%

12.7%

17.5%

19.8%

17.5%

15.9%

11.1%

10.3%

8.7%

11.1%

15.9%

10.3%

11.1%

12.7%

11.1%

12.7%

10.3%

10.3%

14.3%

10.3%

14.3%

12.7%

15.1%

12.7%

167%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

1-2(1) 環境配慮設計

1-2(1) 再資源化の回収ルートの構築・リサイクル技術の開発

1-2(2) グリーン購入の推進

2-1(2) 事業系ごみの適正処理

2-1(3) ごみ減量化計画の策定

2-2(1) 事業所内教育

2-2(2) ISO14001の認証取得

2-2(2) Ｍ－ＥＭＳの認証取得

2-2(3) 自主情報公開制度の推進

2-3(2) オフィス町内会

3-1(4) リサイクルショップの運営

3-2(1) リターナブル容器の利用・販売

3-3(1) リース・レンタル等のサービス提供

3-4(1) 製品の修理・修繕等のサービス拡大

3-4(2) アップグレードサービスの拡大

4-2(1) 容器包装の削減・簡素化の工夫

5-1(2) 生ごみ堆肥化システムの導入・運営

5-1(3) 環境負荷が低い生ごみ処理機の開発

5-2(3) 生ごみバイオガス発電等システムの導入・運営

5-2(4) 廃食用油のＢＤＦ化

6-1(1) ローカルデポジット制度の導入

6-2(1) 障害者・高齢者の支援と連携したリサイクル事業

6-3(1) 地域通貨の仕組みを活用したリサイクル

6-4(1) 店頭回収システムによるリサイクル

6-5(1)(2) サービス産業の仕組みを生かしたリサイクル

6-6(1) 廃プラスチック等の有効利用のための調査研究

8-1(1) ごみ処理基本計画策定、実行の取組に参画

8-1(2) ごみ減量化会議等への参画・協働

8-2(1) レジ袋ないない活動

9-2(2) ごみゼロ人材ガイドブックの活用

現在行っている取組

今後力を入れたい取組

6-4(2) ＮＰＯ・事業者・行政の連携による資源物拠点回収
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３ ＮＰＯ等団体の取組状況 

 (1) 現状 

平成１８年５月に実施したＮＰＯ等団体アンケート調査の結果、現在行っている取

組では「8-3(2)市町のごみ減量化施策への参画・協力(34.3%)」、「8-1(3)地域ごみ

ゼロ推進交流会への参加(31.4%)」、「5-1(1)生ごみ堆肥化事業の実施(31.4%)」、

「5-1(1)「生ごみ堆肥化に関する住民への啓発(28.6%)」などの取組が多く実施さ

れていました。 

一方で、住民のごみ減量の必要性及び排出者責任に対する理解不足や人材・人手不

足、資金不足などにより活動の継続、拡大に課題を抱えているＮＰＯ等団体も多く見

られ、県に期待する役割として、全県的な啓発や情報交換の場・機会の提供などが求

められています。 

また、今後力を入れていきたい取組として、「8-3(2)「市町のごみ減量化施策への

参画・協力(31.4%)」、「9-1(1)環境学習・教育のツール・プログラム等の開発

(28.6%)」、「4-2(1)(2)「容器包装の削減・簡素化の推進(22.9%)」、「5-1(1)生ご

み堆肥化に関する住民への啓発(22.9%)」などと考えている団体が多く見受けられま

した。 

なお、活動の範囲としては、地域・地区内または市町内で取り組んでいる団体がほ

とんどで、それぞれの地域において小グループで活動がなされています。 

  

(2)評価と課題 

  ごみゼロ社会実現プランの推進に当たっては、情報の積極的な提供と他の地域あ

るいは他の主体との情報の共有化を進め、そのうえで、地域の実情にあった施策を展

開していくことが効果的と考えられ、地域で活躍するＮＰＯ等団体は、ごみ減量化等

の新たな担い手として期待されます。 

  今後は、地域住民等の積極的な活動と連携しながら普及啓発等実践的な取組を進め

る必要があります。 
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ごみ減量化等の取組状況（ＮＰＯ等団体）
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3-1(1) フリーマーケット等の開催・出展

3-1(2) 不用品リサイクルに関する情報提供

3-1(3) 修理教室、リフォーム教室等の実施

3-1(4) リサイクルショップの運営

3-2(1) リターナブル（リユース）容器の普及促進

3-2(4) リユース食器レンタル事業の企画・運営

3-3(1) リース・レンタルの推進（実践活動）

3-3(1) リース・レンタルの推進（情報提供）

3-4(1)(2) モノの長期使用の推進

4-2(1)(2) 容器包装の削減・簡素化の推進

5-1(1) 生ごみ堆肥化事業の実施

5-1(1) 生ごみ堆肥化に関する住民への啓発

5-2(4) 廃食用油のリサイクル（ＢＤＦ、石鹸など）

6-1(1) ローカルデポジット制度の導入

6-2(1) 障害者・高齢者の支援と連携したリサイクル事業

6-3(1) 地域通貨の仕組みを活用したリサイクル

6-3(2) コミュニティ単位でのごみゼロ活動

6-4(2) 多様な主体の連携による資源物拠点回収

7-3(1) 資源回収ステーションの運営（分別指導等）

7-3(2) 地域ニーズに対応した集団回収の促進

8-1(1) ごみ処理基本計画策定、実行の取組に参画

8-1(2) ごみ減量会議等への参画・協働

8-1(3) 地域ごみゼロ推進交流会への参加

8-2(1) レジ袋ないない活動

8-3(1) 行政との協働事業等の企画提案

8-3(2) 市町のごみ減量化等施策への参画・協力

8-4(1) 「ごみゼロ社会」実現プランの啓発

8-4(3) ホームページなどを活用したごみ関連情報の発信

9-1(2) ２０年後のライフスタイル体験プログラムの企画

9-1(3) こどもエコクラブ会員を対象とした学習会

9-1(4) 家庭における環境学習・教育のツールの作成

9-2(1) ごみゼロ達人育成への協力

9-2(2) ごみゼロ人材ガイドブックの活用

現在行っている取組

今後力を入れたい取組

9-1(1) 環境学習・教育のツール・プログラム等の開発
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４ 県の取組状況 

基本方向１ 拡大生産者責任の徹底 

 (1) 現状  

① 1-1(3)国、業界への提言 

   平成 17 年 5 月及び 11 月に「平成 18 年度国の予算編成等に関する提言・要

望」として「ごみゼロ社会の実現に向けた施策の推進」について、国へ要望を行

いました。   

【提言・要望要旨（春）】 
    本県では、ごみゼロ社会の実現に向けて取り組んでいるところですが、国においても、

拡大生産者責任の徹底による排出抑制、リサイクルの推進などにより、ごみゼロ社会の
実現を積極的に推進されたい。 

 
【提言・要望要旨（秋）】 
 本県では、ごみゼロ社会の実現に向けて取り組んでいるところですが、国においても、
廃棄物の適正な処理や循環利用に必要な施設整備に係る財源の確保及び拡大生産者責任
を徹底した容器包装リサイクル法の見直しによる市町村負担の軽減を図られたい。 

   また、平成 17 年 7 月に徳島県で開催されました「全国知事会」において、拡

大生産者責任の考え方を徹底し、再使用、再商品化が可能な製品開発の促進など、

製造段階からの発生抑制への取組の促進について要望したところです。 

   同月に三重県で開催しました「中部圏知事会議」においても、中部圏における「ご

みゼロ社会」の実現に向けた取組の推進について提案を行い、9 県１市の実務担

当者で構成する検討組織を立ち上げ、ごみの発生・排出抑制などごみの上流対策

について、実践に向けた調査研究等を行うとともに、啓発・提言活動や仕組みづ

くり等に連携して取り組むことが合意されました。 

  ② 1-2(2)行政における拡大生産者責任に基づく取組の促進 

   三重県では、全組織において平成 11 年度から物品の購入について取り組んで

おり、平成 14 年度から公共工事及び役務についても調達目標を定め、取組を推

進しています。平成 17 年度は調達目標を 100％として取り組みましたが、県全

体での実績は 97.2％にとどまりました。中には作業用手袋など実績が低い品目も

あり、原因を調査のうえ、今後適切な対応を行っていきます。 

 (2) 評価と課題 

   平成 18 年 6 月 15 日に公布された改正容器包装リサイクル法においては、市

町村の分別収集・選別保管費用の一部を事業者が負担する仕組みの創設など一定

の改善が見られたものの、循環型社会形成推進基本法に定める拡大生産者責任の

徹底には至っていないのが現状です。このことから、引き続き、国に対し拡大生

産者責任の徹底に関する提言・要望を行うことが必要です。 

   また、県も事業者として、モデルになるようなごみ減量化に向けた取組を実施し、

他の事業者の先導的役割となることが必要です。  
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【事業採算性の評価：デポネット三重（要約）】 

当該事業の事業採算性をレンタル料金と貸出個数の関係から見ると、食洗機を

レンタルで人件費を 0 円（ボランティア）とした場合（ケースＢ）、約 53，000

個で貸出単価 20 円を下回ります。しかしながら、人件費を見込んでないことか

ら事業の継続性の面で不安を残します。次に食洗機が設置済で人件費を 600 円

とした場合（ケースＣ）が約 70，000 個で 21 円となり、最も現実的なケース

と考えられます。しかしながら、20 円以上の貸出単価の設定は、利用者への金

銭的負担が大きくなることから、貸出数の大きな伸びが期待できず貸出事業が軌

道に乗らないことが予想されます。 

 

② 3-2(5)エコイベントの推進 

  イベントでのリユース食器の使用については、「ごみゼロ社会実現プラ

ン」なかでも重要な取組の一つとして提案しており、従前の「エコイベ

ントマニュアル」を生活部の協力を得て平成 17 年 10 月に次のとおり

改訂しました。 

 

 【約束項目に追加】 

 ・なるべくごみが出にくいイベント方法を採用すること 

 ・ごみになりにくい製品、リサイクルしやすい製品を使用すること 

 【努力項目に追加】 

 ・イベント会場での飲食については、リユース容器（食器）を使用すること 

 ・イベントで発生したごみについては、責任を持って回収し、リサイクル等が

容易になるよう、分別を徹底するなど適正に処理すること 

 

 (2)評価と課題 

  イベント会場でのリユース容器（食器）の使用を追加するなどエコイベントマニュ

アルの改訂やリユース容器貸出事業の事業採算性の分析・評価などを委託事業により

実施しましたが、全県的な普及にはつながっていません。 

  今後は、リユース（再使用）の推進を図るため、リユース・リサイクルショップの

認定制度や新たなリターナブル容器システムの検討を行うとともに、エコイベントマ

ニュアルなどを通して普及・啓発に努める必要があります。 

 

 基本方向４ 容器包装ごみの減量・再資源化 

(1)現状 

  ① 4-1(2)国への提言・要望 

   拡大生産者責任の徹底(1-1(3))国、業界への提言に同じ 
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(2)評価と課題 

  容器包装リサイクル法への対応は、資源としての再利用率の向上や最終処分量

の削減に効果が見られますが、紙製容器包装(32.1%)及びプラスチック製容器包

装(46.2%)については、市町の実施状況が低い状況です。 

  今後は、容器包装ごみの分別収集の完全実施に向け、廃棄物会計を活用したコ

スト分析や分別ガイドラインの策定を行うとともに、容器包装リサイクル法の制

度改正を含めた国への要望を継続的に行う必要があります。 

 

基本方向５ 生ごみの再資源化 

(1)現状 

  ① 5-1(1)家庭の生ごみ堆肥化システムの構築 モデル事業 

  「生ごみ堆肥化システムの実証試験：紀宝町」（補助金：3,685 千円） 

   生ごみ堆肥化の取組を町全域に展開するため、町内で生ごみ等を分別収集する

モデル地区を設定し、実験処理施設を整備して生ごみ堆肥化に係る実証試験事業

を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

  

 【事業の成果】 

１．平成 18 年 3 月末現在、84 世帯、8 事業者が実験事業に参画。     

２．Ｈ17 年 9 月 15 日～翌年 3 月末（198 日間）までの生ごみの総処理量は、9,011

ｋｇ。（年換算すると約 16 トンとなり、これは紀宝町のＲＤＦ化量の約１％に相当） 

３．事業開始前説明による住民の理解・協力が減量化・ﾘｻｲｸﾙ意識向上に繋がる。 

４．費用対効果試算として、生ごみ収集日量２ｔで収支採算が合うとの結果を得た。 

   （週 2 回×４×12＝96 日での計算。現在は 200ｋｇ／１日） 

◆８月にモデル地区の住民等に協力を依頼。９月１５日から収集・堆肥化に着手。 
◆平成 18 年 3 月末現在、84 世帯、8 事業者が実験事業に参画。 
◆生ごみの収集量、温度、水分量などを計測・分析するとともに、虫や臭い、減容具合など
の状態についても詳細な観察を行い、本格展開に向けた課題を抽出・整理するなど、データ
の蓄積を進めるとともに、改善策を検討。 
◆適正な発酵を促すため、副資材（牛糞堆肥）の混入量の調整や設備の改良など、工夫や試
行錯誤を重ねている。 

生ごみ堆肥化実験場（全景） 

実験場内→
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  【今後の取組】 

紀宝町のモデル事業においては、堆肥化処理時のうじ虫発生等への対策が重要

であり、収集前段階の各家庭等での水切り徹底や、水分調整のための副資材等研

究が求められます。また、今後、事業を継続するうえで採算ベースにのせるため、

生ごみの大量処理の実現が必要となります。 

なお、当モデル事業については、Ｈ17～19 年度までの 3 年間、課題や問題点

へ対処する視点で実証実験を継続し、その成果を踏まえて、町全域でのシステム

構築を図るかどうかについて、方針を決定する予定です。 

 

② 5-1(2)事業者と地域産業との生ごみ堆肥化ネットワークの構築 

  旅館等事業者が排出する生ごみを原材料として、農作物の肥料や養殖魚の飼料

などを製造し、地域の農水産業において活用し、そこでできた作物等を旅館等へ

還元する循環型ネットワークを構築するため、鳥羽市、鳥羽商工会議所等と協働

し、「循環型社会システム作業部会」を組織し、鳥羽市における事業系生ごみの再

資源化について検討を始めました。 

 

 (2)評価と課題 

生ごみの再資源化については、県内各地でＮＰＯ等団体を中心に堆肥化事業が

進められていますが、処理能力の制限や労働力の不足などにより、全域的な取組

になっていないのが現状です。また、市町のごみ処理システムとの併用によるコ

スト分析などについても、今後検討する必要があります。 

これらの課題については、モデル事業を通してその解決策等を検討するととも

に、事業系生ごみの再資源化などの新たな取組について、市町との連携・協働の

もと積極的に推進していく必要があります。 

 

基本方向６ 産業・福祉・地域づくりと一体となったごみ減量化の推進 

 

 (2)評価と課題 

産業・福祉・地域づくりと一体となったごみ減量化の推進の取組については、地域

通貨や店頭回収の市町の取り扱い等実態調査を中心に実施しました。 

  今後は、これらの取組を推進するため、ごみ減量化に一定の効果が認められる地域

団体やＮＰＯ，事業者の取組について直接助成する制度や優遇措置の検討を実施する

必要があります。 
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基本方向７ 公正で効率的なごみ処理システムの構築 

(1)現状 

  ① 7-1(2)ごみ処理の有料化等経済的手法の活用 モデル事業 

  「家庭系ごみ有料化制度の導入検討：伊賀市」（補助金：2,813 千円） 

   家庭系ごみの有料化によりごみの減量化と分別の徹底を図るため、住民や事業

者、行政で組織される伊賀市ごみ減量・ﾘｻｲｸﾙ等推進委員会を設置し、有料化制度

に関する協議・検討を行うと共に先進事例調査やアンケートによる住民意識調査

等を行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【事業の成果】 

 １．伊賀市長に対し、推進委員会から有料化制度に関する提言を行った。 

   ・指定ごみ袋の種類・・・４５リットル、３０リットル、２０リットルの３種類 

  ・指定ごみ袋の金額・・・４５リットルの袋で１枚あたり２０円 

 ２．18 年９月市議会上程、議決後地区説明を実施、19 年 1 月から有料化実施予定 

 ３．外国人向け４カ国語版を含む分別ハンドブックを作成し、配布を行った。   

   （市内 36,000 全日本人世帯へ配布。 但し準備作業の関係で、英、スペイン、

ポルトガル、中国の各外国語版の配布は 18 年度となる。） 

 【今後の取組】 

平成 19 年 1 月の有料化（指定ごみ袋）実施に向け、準備作業としてごみ袋発注

（発送方法、表示内容等）、販売店（募集、選定、手数料）や地区説明会の開催によ

る住民周知・理解が必要となる。また、外国人居住者への周知や懸念される不法投棄

増加への対策も行う必要がある。 

  今後は、定期的なごみ組成調査等を行うなど、制度導入前の調査結果との比較によ

るごみ分別の変化やごみ減量効果の把握を行う必要がある。 

 

 

 

 

伊賀市ごみ減量・リサイクル等推進委員会での検討
   ※委員会は、議会代表、地域代表、事業者代表及び

公募市民の６０名の委員で構成。ごみ減量部会と再
資源化部会に分かれ、前者は有料化制度の、後者は
分別ハンドブックの内容についてそれぞれ検討、原
案を作成し、全体会議にて審議・決定する。 

 アンケートによる市民意識調査の実施 
 有料化導入に係る先進自治体調査（半田市、海津町）

の実施 
 ごみ分別ハンドブックの作成 

有料化に関する住民説明会の実施（チラシ印刷）
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 「資源ごみストックヤード整備：東員町」（補助対象事業費：1,400 千円） 

 

資源ごみとして現在各戸収集している新聞、

雑誌、段ボールについて、収集拠点となるスト

ックヤードを団地内にモデル的に整備し、自治

会がその管理運営業務を担うことにより、行政

の収集運搬費用の削減とともに、住民のごみ減

量等に対する意識向上を図りました。 

 

 

「資源物回収ステーション整備：伊勢市」（補助対象事業費：3,819 千円） 

 地区に複数設置している資源物収集拠点を

集約すべく順次、小学校区単位で資源回収ステ

ーションを１箇所整備し、行政の資源物収集の

効率化及び住民の利便性向上を図るとともに、

自治会に管理運営業務を委託するなど地域住

民との連携・協働して取り組むことにより、住

民のごみ減量等に対する意識の向上やコミュ

ニティの活性化につながりました。 

 

 (2)評価と課題 

  伊賀市において「家庭系ごみ有料化制度の導入検討」がモデル事業として実施さ

れ、平成 18 年 9 月議会での議決を経て、平成 19 年 1 月から指定袋による有料化

が実施されます。また、環境省との連携のもと廃棄物会計基準案を全国に先駆けてモ

デル的に県内市町で導入し、基準導入にあたっての課題の整理やごみ処理システムの

最適化に向けた廃棄物会計の活用方法等について検討を行いました。 

  今後は、有料化制度の導入促進のため、住民の理解と協力を得るためにどういう論

理でどのような手続きを行ったのか等の検討を行う必要があります。 

  また、今後、合併市町において分別収集方法やごみ減量化施策も含めたごみ処理シ

ステムの再編・統合の流れが加速するなかで、廃棄物会計やＬＣＡ、ごみ減量化施策

のベストプラクティスなどのノウハウや情報の提供が県の役割として求められます。

なお、この際、廃棄物会計やＬＣＡについては、県民にわかりやすい形で示すことが

重要です。 
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【今後の取組】 

策定のための検討期間が短かったことや市民会議と市審議会との位置づけ        

など、検討にあたり整理する部分があった。 

また、法令や上位計画との整合、コストと環境、費用対効果等問題の問題もあり、

市民の意見の全てを盛り込むことは出来なかった。  

 今後は、策定したごみ処理計画の進捗について、市民、事業者、市が検証・評価し、

次年度以降の実施計画に反映させるシステムの構築が必要と考えられる。 

 

 

②  8-1(3)地域でごみ減量化に取り組む住民、ＮＰＯ等相互交流の場づくり  

    ごみゼロの取組に関心のある住民やＮＰＯ等の方々を対象に、プラン推進の取組

への県民の参画と、住民やＮＰＯ、地域団体等の連携・協働を進めることにより、地

域の多様な主体による自発的、主体的なごみ減量活動の活性化やそれらの広域展開、

レベルアップを図るため、県民局単位で「地域ごみゼロ推進交流会」を実施しました。 

 

県民局 概要 開催日 

北勢 ごみ行政への住民参画促進に向けた講演・ﾊﾟﾈﾙﾃﾞｨｽｶｯｼｮﾝ 3 月 6 日 

津 ごみのリサイクルに関する講演・意見交換 3 月 13 日 

松阪 ごみゼロ実現の取組における行政・市民の役割を考える講演・ＷＳ 2 月 19 日 

南勢志摩 ごみゼロに取り組む団体の活動内容の発表、石川英輔氏の講演 3 月 19 日 

伊賀 紀宝町の生ごみ堆肥化実証試験事業の視察研修・意見交換 2 月 28 日 

紀北 生ごみ堆肥化に関する学習会・意見交換（紀南県民局と合同開催） 2 月 21 日 

紀南 生ごみ堆肥化に関する学習会・意見交換 2 月 21 日 

  

③ 8-4(1)「ごみゼロ社会実現プラン」の啓発 

  ごみゼロ社会の実現に向け県民一人ひとりの意識の醸成を図るとともに、その自

発的、主体的な行動を促すため、「ごみゼロ社会実現プラン」の周知・啓発を行いま

した。 

 

【シンポジウム等でのプランの紹介】 

・「明和町職労婦人部学習会」（参加者約 60 名） 

・「ごみ問題を市民の目で見つめる」シンポジウム（参加者約 60 名） 

・「暮らしの講座」（参加者約 40 名） 

・「みえ出前トーク」(参加者約 20 名) 

・「たらちね会」（参加者 15 人程度） 
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基本方向９ ごみゼロ社会を担うひとづくり・ネットワークづくり 

 (1)現状 

  ① 9-1(4) 家庭における環境学習・教育の推進 

    ごみゼロ社会を担う人づくりに関しては、家庭における学習や教育がとても

大切なことから、家庭でもごみゼロ社会の実現について話し合えるような分か

りやすいごみゼロプランのＰＲ版を作成し配布しました。 

 

「ごみゼロ社会実現プラン」普及版の作成及び配布 

(平成 17 年 7 月:5,000 部作成） 

 

  ② 9-1(5)県環境学習情報センターの機能の充実と活用 

    三重県環境学習情報センターの機能を活用し、「廃棄物関係指導者育成講座」

を開催しました。 

 

 (2)評価と課題 

   「ごみゼロ社会実現プラン」普及版の作成や「指導者育成講座」の実施は、ご

みゼロ社会を担う人づくり・ネットワークづくりにある程度の貢献が伺えますが、

子供にもわかりやすい内容のＰＲ版や廃棄物関係の指導者の地域での活動の場づ

くりが求められています。 

   今後は、関係機関と連携し、年齢層や場所に応じて様々な環境学習・教育の機

会において活用できるツールやプログラム等の開発が必要です。 

   また、ごみ減量化に熱心に取り組んでいる人たちと地域をつなぐことによりそ

の活動をサポートするための仕組みづくりが必要です。 

  

 

Ⅳ プラン推進のマネジメント 

  プランをより効果的かつ確実に進めるためには、住民、事業者、自治会・

ＮＰＯ等民間団体、市町村、県など各主体の取組を全体的に点検・評価する

ことにより、問題点や課題を把握し、それらを改善し、取組に反映していく

必要があります。 

  このため、平成 18 年 1 月、各主体を構成員とするプラン推進のための組

織として「ごみゼロプラン推進委員会」を設置し、定期的にプラン推進の取

組を検証・評価し公表するなど、ＰＤＣＡサイクルに基づくマネジメント体

制を整備し、本プランの実効性を担保していきます。 
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Ⅴ おわりに 

県民、事業者、ＮＰＯ等団体や行政など多様な主体の参画のもと、ごみ減量化等に

関する取組が進められ、ごみ排出量の削減や資源としての再利用率の向上、最終処分量

の削減など、一定の成果が得られていますが、県民一体となった取組につながっていな

い部分も見受けられます。 

プラン推進モデル事業については、住民参画でのごみ処理基本計画づくりや家庭ご

み有料化制度の導入検討、生ごみ堆肥化システムの実証試験など、ごみ減量化の効果が

期待される取組を中心に実施し、ごみ処理基本計画への市民提案の採用や家庭ごみ有料

化制度に対する市民からの提言などの成果が得られましたが、これら新たな制度や仕組

みの導入前後におけるごみの排出量やごみ組成の変化等の把握、分析など、的確な効果

検証を行い、その成果を市町等と共有する必要があります。 

また、モデル事業については、複数の組み合わせや特定の地域での重点展開などに

ついても検討する必要があります。 

プランの周知・啓発については、県全体としてごみ減量化に取り組む気運を醸成し、

県民一人ひとりの行動につながる仕組みづくりが必要です。 

今後は、「ごみゼロ社会実現プログラム」のセカンドステージとして、まず当面の

2010 年度の短期目標の着実な達成を目指して、家庭系ごみの有料化や生ごみの再資

源化など、プランに掲げる取組のなかでも戦略的に注力する取組を選択し、県がモデル

事業として支援を行い、実践的な取組の成功事例を積み重ねるとともに、これら成果を

市町と情報共有することで県全域に展開を図ることが重要です。 
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参考資料 
資料１ 県内市町の事業系ごみの処理料金体系 

事業系可燃ごみ処分単価 換算値
換算値

（変更前）
料金変更実施時期

津市 20kgまで300円、10kgごとに150円加算 15.0 11.0 平成１６年４月

四日市市
100kg以下1,600円、100kgを超えるときは10kg（10kg未満の端数が生じる場合は、
これを切り上げる）当たり160円とする

16.0 10.5 平成１７年１０月

伊勢市 10kgにつき105円加算 10.5 10.5 平成１７年５月

松阪市 10kg当たり100円、10kgごとに100円加算 10.0 ←

桑名市 100kg以下1,500円、100kgを超えるとき10kg当たり150円 15.0 ←

鈴鹿市 20kgごとに320円 16.0 10.5 平成１８年４月

名張市 50kgごとに150円 3.0 ←

尾鷲市
車両の最大積載量500kgまでは1,000円、1,000kgまでは2,000円、1,500kgまでは
3,000円、2,000kgまでは4,000円、2,000kgを超える場合1,000kgごとに2,000円を加
算

2.0 ←

亀山市 10kg当たり100円 10.0 ←

鳥羽市 8,000円/t 8.0 5.0 平成１８年１０月

熊野市 10kg当たり60円 6.0 ←

いなべ市 100kg未満 1,500円、100kg以上 10kgにつき150円加算 15.0 15.0 平成１５年１２月

志摩市 100kgまで500円、以降10kgごとに50円（端数切り上げ） 5.0

【旧浜島町】4.0
【旧大王町】3.0
【旧志摩町】5.0
【旧阿児町】3.0
【旧磯部町】3.0

平成１６年１０月

伊賀市 50kg単位500円 10.0 2.1 平成１５年４月

木曽岬町 100kg未満 1,500円、100kg以上 10kgにつき150円加算 15.0 ←

東員町 100kg未満 1,500円、100kg以上 10kgにつき150円加算 15.0 ←

菰野町 100kg未満 1,000円、100kg以上 10kgにつき100円加算 10.0 ←

朝日町
100kg以下1,600円、100kgを超えるときは10kg（10kg未満の端数が生じる場合は、
これを切り上げる）当たり160円とする

16.0 16.0 平成１６年４月

川越町
100kg以下1,600円、100kgを超えるときは10kg（10kg未満の端数が生じる場合は、
これを切り上げる）当たり160円とする

16.0 16.0 平成１６年４月

多気町 10ｋｇで100円、10kgごとに100円 10.0 ←

明和町 10kgあたり１０５円 10.5 10.5 平成１７年５月

大台町 10kg当たり100円 10.0 ←

玉城町 10kgあたり１０５円 10.5 10.5 平成１７年５月

南伊勢町 10kgにつき30円 3.0
【旧南勢町】5.0
【旧南島町】3.0 平成１７年１０月

度会町 10kgあたり１０５円 10.5 10.5 平成１７年５月

大紀町 10kg当たり100円 10.0 ←

紀北町 40kgまで100円、40kgを超えるものについては40kg単位ごとに100円増 4.0 3.0 平成１８年４月

御浜町 受け入れてない -

紀宝町 受け入れてない -

換算値：各市町の処理料金を比較するために、搬入量に応じて単価が異なるため、次のルールの下、1kgあたりの単価（換算値）を設定
・○kg以下△円、○kgを超える場合は◇円→換算値：△円/○kg
・○kg未満は無料、○kgは△円、○kgを超える場合は◇円→換算値：△円  
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資料２ フリーマーケットの開催状況 

名称 来場者数（人） 市町の実施内容

桑名市 子どもリユースマーケット 約300 実施主体

木曽岬町 産業文化祭 不明 開催、支援、情報提供

東員町 東員フリーマーケット 300 支援、情報提供等

4,826

4,734

4,276

約1,100

約500

鈴鹿市 フリーマーケット 不明 開催、情報提供

亀山市
不用品バザー

（クローバーフェスタ・あいあいまつり）
約2,000

（イベント来場者数）
会場・情報提供

津市 環境フェア 約5,500 開催

ワークセンターフェスティバル内でのフ
リーマーケット

約3,000 開催・支援

嬉野おおきんまつり 約10,000 開催、支援、情報提供

商工まつり 約3,000 支援・情報提供等

リサイクルフェア 約2,000 情報提供

飯南ふれあいまつり 約3,000 開催、支援、情報提供

多気町 リサイクルフェア 約2,000 情報提供

ステーション祭 約2,000 場所提供

山村フェア 約2,000 場所提供

各地区文化祭 各500 場所提供

リサイクルフェア 約2,000 情報提供

伊勢市環境リサイクルフェア 約30,000 開催、情報提供

５周年記念イベント 約1,200 支援、情報提供

ウインターイベント 約2,000 支援、情報提供

度会町 宮リバー度会パーク春まつり 約500 開催、支援、情報提供

大紀町 リサイクルフェア 約2,000 情報提供

伊賀市 環境フェスティバル 3,000 開催

松阪市

大台町

伊勢市

川越町

四日市市 フリーマーケットin四日市ドームvol.18 後援

開催、支援、情報提供川越町フリーマーケット
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資料３ 容器包装リサイクル法による収集取組状況（平成１７年度） 

                                         

白色ﾄﾚｲ

桑名市 ○ ○ ○ ● ○ ● ● ○ ○ ○ ○

いなべ市 ○ ○ ○ ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○

木曽岬町 ○ ○ ○ ● ○ ● ○ ○ ○ ○

東員町 ○ ○ ○ ● ○ ● ● ○ ○ ○ ○

四日市市 ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ○ ○ ○ ○

菰野町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○

朝日町 ○ ○ ○ ● ○ ● ● ○ ○ ○ ○

川越町 ○ ○ ○ ● ○ ● ● ○ ○ ○ ○

鈴鹿市 ○ ○ ○ ● ○ ● ○ ○ ○ ○

亀山市 ○ ○ ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○

津市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○

松阪市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

多気町 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

明和町 ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

大台町 ○ ○ ○ ● ○ ● ● ○ ○ ● ○

伊勢市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○

鳥羽市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ●

志摩市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

玉城町 ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○

南伊勢町 ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

度会町 ○ ○ ○ ● ○ ○ ● ○ ○ ○ ○

大紀町 ○ ○ ○ ● ○ ● ● ○ ○ ● ○

伊賀市 ○ ○ ○ ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○

名張市 ● ● ○ ● ○ ● ○ ○ ○ ● ●

尾鷲市 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

紀北町 ○ ○ ○ ● ○ ● ○ ○ ○ ○ ○

熊野市 ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

御浜町 ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○ ○

紀宝町 ○ ○ ○ ○ ○ ● ○ ○ ○ ○ ○

ｱﾙﾐ缶 紙ﾊﾟｯｸ 段ボール
紙製

容器包装
ﾍﾟｯﾄﾎﾞﾄﾙ

ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ製
容器包装

ｽﾁｰﾙ缶無色ｶﾞﾗｽ 茶色ｶﾞﾗｽ その他ｶﾞﾗｽ

 

 

（○実施 ●計画のみ） 












































































